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 質　問　事　項 

 

№　１－１　　

広告収入について

 
 

 

 

 

 

 

 

 

要 

 

 

 

旨

本市は安定した財政運営を目指し、「稼ぐ！プロジェクト」で提案された歳

入確保の取組として、今年度予算では「公有地の売却」「広告収入」「ふるさと

納税」「企業版ふるさと納税」「クラウドファンディング」の５つの取組を上げ

て実践しています。 

広告収入＝広告事業は本市の財源を「依存財源」と「自主財源」に分けてみ

たときに、「自主財源」になり、さらに自主財源は市税 133.9 億円、繰入金 13.4

億円、その他自主財源 21.6 億円と分類されます（金額は令和７年度予算内訳）。

広告事業はこの「その他自主財源」に含まれるものです。 

 

（１）　「稼ぐ！プロジェクト」開始の理由について 

　　　「安定した財政運営を目指し」、ということだが、なぜ本市の財政運

営が安定しなくなったのか、が問われます。改めて、本市の財政運営を

厳しくしている理由は何でしょうか。 

 

（２）　本市の広告事業の経緯と事業規模について 

　　　本市の尾張旭市広告掲載要綱は平成 19 年（2007 年）10 月 26 日から

施行し、８回の改正を行い、今年４月１日に９回目の改正をしました。

今年度の要綱改正の内容はどうだったか。また、この 20 年ほどの広告

事業の経緯や事業規模の推移はどのようだったかを伺います。
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 質　問　事　項 

 

№　１－２　

広告収入について

 
 

 

 

 

 

 

 

 

要 

 

 

 

旨

（３）　本年度第１四半期の状況について 

　　　ア　本年度第１四半期の取組状況について 

　　　　　本年度は市の全ての課で広告収入に取り組んでいるとのことです

が、広告の応募状況はどうだったか、及び広告収入の金額は予算との

関係で進捗はどうでしょうか。 

　　　イ　広告事業に対する到達、進捗事業の評価について 

　　　　　37 課に状況を伺ってきました。うまくいっている課、苦戦する課

がありますが、どのように評価しているのでしょうか。 

 

（４）　「稼ぐ」ことに関する本市職員のモチベーションについて 

職員には、「そもそも自治体職員は金もうけの仕事が本務ではない」

「福祉の充実という本来の役割があり、市民の痛みに寄り添うことだ」

といった気持ちがあります。大事な構えだと思いますが、広告事業推進

とどのように整合を保つのでしょうか。 

 

（５）　「メリットシステム」について 

　　　　ある自治体では、各局や区役所などの行政組織が自主的に経費節減

や広告収入など歳入確保を行った際、その成果の一部を当該組織の翌年

度以降の予算に還元・上乗せするという「メリットシステム」を導入し

ています。稼いだ分はその局等が使えるということであり、新たに事業

を始めるならばその財源を自ら稼げということでもあります。先ほど見

たように、広告事業に不向きのところもあり、これは行き過ぎで行うべ

きでないと思いますが、認識を伺います。
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 質　問　事　項 

 

№　１－３　

広告収入について

 
 

 

 

 

 

 

 

 

要 

 

 

 

旨

（６）　広告事業に対する市民の意見集約について 

公共の場に民間企業の広告があふれることには、市民から批判の声が

上がっています。来年度に向けて、市民の声を聴き抑制すべきは抑制し

てはどうでしょうか。
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 質　問　事　項 

 

№　　２　　

ふるさと納税の到達点について

 
 

 

 

 

 

 

 

 

要 

 

 

 

旨

ふるさと納税も歳入確保の取組に位置付けられています。私は 2024 年 12 月

議会でふるさと納税について質問し、2023 年度は寄附受入額 2,695 万円に対

し市税流出３億６千万円との状況を伺いました。その後、2024 年度は受入額

2,957 万円に対し市税流出額は４億円となっています。赤字は約マイナス３億

３千万円から約マイナス３億７千万円に赤字幅は拡大しました。 

 

（１）　2025 年度のふるさと納税の収支状況について 

 

（２）　2023 年度以降のふるさと納税の取組について 

　　　ア　寄附受入額確保のための返礼品の拡充 

　　　イ　ふるさと納税の経費縮減 

ウ　ふるさと納税の問題点を市民に知らせる取組 

 

（３）　2026 年度の制度の改善による本市への影響について 

 

（４）　2026 年度の歳入確保に向け、赤字は縮小するのか 
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 質　問　事　項 

 

№　３－１　

18 歳になる人の名簿を自衛隊に提供することについて

 
 

 

 

 

 

 

 

 

要 

 

 

 

旨

ＲＹＵ裁判が闘われています。ＲＹＵ裁判とは、2024 年３月 29 日、奈良市

在住の高校生（ニックネームＲＹＵ）が個人情報を無断で自衛隊に提供したこ

とは違憲であるとして奈良地裁に提訴した裁判です。その裁判に関わって、弁

護士さんなどから除外申出制度について、次のような指摘がされています。 

　「奈良市は除外申請制度を策定しています。外部提供の例外要件は本人から

の積極的な同意が必要ですが、この制度は本人からの申請がなければ自衛隊

に対して情報を提供するというものですから、その原則と例外とを逆転させ

るものです。加えて制度の告知もホームページへの掲載と広報誌への簡単な

記事の掲載のみです。市民のほとんどがこの制度の存在さえ知りません。従っ

て申請者はごく少数にとどまっており、この制度は実質的に機能していませ

ん。 

　違憲の疑いのある自衛隊に関わらないと忌避し、あるいは強く拒否する国

民は多くいます。除外申請制度を利用した市民は、自衛隊に対する忌避的な感

情を持つ市民として分類されることとなり、自衛隊はかかる市民をリスト化

し、監視を始める蓋然性が高いと言えます。自衛隊の情報保全隊が 2004 年の

自衛隊イラク派遣前後の時期に、派遣に反対する活動家などの調査を実施し、

顔写真を撮影するなどしていた事件では、仙台高判（2016 年２月２日）が自

衛隊の活動を違法と判断しました。自衛隊は「反自衛隊」思想を持った市民の

思想調査を繰り返し、そうした市民をリスト化し、監視するといった憲法違反

行為を繰り返してきたのです。 

　この制度は、非暴力の価値観や反戦平和の思想・信条を持って自衛隊を忌避

する市民の住所、氏名などを積極的にあぶり出す効果を伴うものであり、思

想・良心の自由（憲法 19 条）の一つである「沈黙の自由」の侵害となる違憲

の制度です。」（河戸憲次郎　奈良県平和委員会理事長　日本共産党中央委員

会発行「議会と自治体」2026 年７月号より）
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 質　問　事　項 

 

№　３－２　

18 歳になる人の名簿を自衛隊に提供することについて

 
 

 

 

 

 

 

 

 

要 

 

 

 

旨

本市も「除外申出」としてこの制度を運用しています。この制度が「違憲の

制度」であり、自衛隊へ忌避感を持つ人が自衛隊によりリスト化されるおそれ

があると指摘されているのですから、このまま見過ごすことはできません。除

外申出を行うのならば、申し出た人が特定されないようにすることが、絶対に

必要です。除外申出がなければ、まさに情報提供を拒否する人の要望に応える

ことができません。情報提供そのものを市が拒否することが最善の策ですが、

もしも継続するというのであれば、除外申出を申し出た人が知られないよう

に保護することが必須であるということです。 

 

（１）　除外申出について 

ア　この除外申出を行った者が自衛隊に認識される方法について 

　　　　　前述のような、自衛隊に対する忌避的な感情を持つ市民を自衛隊

はリスト化し監視するおそれが指摘されています。現在は、除外申出

のあったものを削除したリストに基づいて、名簿提供していますが、

その上で自衛隊が「忌避的な感情を持つ市民」を把握するために、ど

のような方法が考えられますか。 

イ　本市が名簿提供を開始して以来、自衛隊が提供を受けた後に、元の

住民基本台帳の名簿との照合のために、住民基本台帳を閲覧した実績

はあるか 

 

（２）　名簿提供そのものをやめることについて 

　　　　埼玉県では名簿提供自治体が 26 年度、ゼロになりました。市民団体

からの働きかけがあり、法的に義務がないこと、提供しなくてもペナル

ティーがないことも中止につながっていると思われます。本市は電子的

な提供からタックシールに変更していますが、一歩進んで提供そのもの

をやめるべきと考えますが、どうですか。


